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はじめに 

 

平成 25 年の国民生活基礎調査によると，65

歳以上の高齢者が最も気になる症状の内，最も

多いものは男女ともに「腰痛」であり，有訴率は 

男性で 16%，女性で 17%を占めている．続いて

多いものは「手足の関節が痛む」であり，男性で

は 7%，女性では 12%となっている1）． 

また，施設入居を除いた 65 歳以上の地域在

住高齢者 461 名を対象に行われた調査によると，

高齢者の約 67.4%は何らかの痛みを有している

と報告されている2）．このように疼痛は高齢者にと

って大きな影響を与えていると考えられる． 

そして過去の研究では，地域在住高齢者にお

いて，痛みと転倒発生との関連性が明らかになり

つつある3）．また地域在住高齢者を対象とした調

査では，痛みが身体機能の低下4）に関連するこ

とや，IADLや日常生活活動を低下させるリスクと

なること，抑うつ兆候との関連性が報告されてい

る5）． 

しかし，これらの研究は疼痛の有無により検討

されており，疼痛の部位・期間・程度などについ

て評価を行い，心身機能や日常生活活動との関

連性を検討した研究は少ない． 

そこで，本研究では一次介護予防事業に参加

している地域在住高齢者を対象に疼痛の多面性

を踏まえて，疼痛や心身機能，日常生活活動を

調査し，疼痛の影響について検討することを目

的とした． 

 

対象 

 

対象は，長崎市 4地区で開催された一次介護

予防事業に参加している 65 歳以上の高齢者 78

名とした．その内未回答などの欠損があった者を

除いた 48名を分析対象者とした．内訳は男性 11

名，女性 37名，平均年齢は 77.2±4.81歳であっ

た． 

 

方法 

 

（1） 基本属性 

基本属性は，年齢，性別，家族構成，疾病

を調査した．  

 

（2） 疼痛評価 

疼痛評価は，現在の疼痛の有無，疼痛の部

位と程度，その持続期間を調査し，また，疼痛

生活障害評価尺度（Pain Disability Assessment 

Scale；以下，PDAS）と疼痛破局的思考尺度

（Pain Catastrophizing Scale；以下，PCS）を用

いて，疼痛による日常生活への影響と心理的

影響を評価した． 

疼痛の有無は，「現在，身体に痛むところは

ありますか」という質問に対して「はい」「いいえ」

で回答してもらった． 

疼痛部位は，疼痛のある部位を身体図に丸

で記入してもらった． 

持続期間は，「3 カ月以内」，「3 カ月～6 カ
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月」，「6～12 カ月」，「12 か月以上」の中から選

択してもらった． 

疼痛の程度は， Numerical Rating Scale（以

下，NRS）を用いて評価した． 

PDAS6）は，「買い物に行く」や「ベッドに入る，

ベッドから起きあがる」など身体運動・移動能力

を 20項目・4段階で評価するもので，点数が高

ければ高いほど日常生活が疼痛により障害さ

れていることを示す．「0：この活動を行うのに全

く困難（苦痛）はない」「1：この活動を行うのに

少し困難（苦痛）を感じる」「2：この活動を行うの

にかなり困難（苦痛）を感じる」「3：この活動は

苦痛が強くて，私には行えない」から選択し，

回答する問診票である．なお，最高点は 60 点，

最低点は 0 点であり，カットオフ値は 10 点とな

っている．  

PCS は，Sullivan ら7）によって作成された原

版を，松岡ら8）が日本語版に翻訳したものを使

用した．PCSは，13項目を 5段階で評価するも

ので，最高点が 52 点，最低点は 0 点となって

いる．なお本研究では，マニュアルより，臨床

上意義があるとされる 30 点をカットオフ値とし

た． 

 

（3） 問診評価 

問診は，心理的評価，転倒，日常生活活動

範囲について評価した． 

心理的評価は，簡易版 Geriatric depression 

Scale 9 ）（以下，GDS-15）を用いて評価した．

GDS-15は 15項目の質問に対して，「はい」「い

いえ」で回答し，得点が高いほどうつ状態であ

ることを示す． 

転倒評価は，鈴木らの転倒アセスメント10）を

用いて転倒リスク数を求めた． 

日 常 生 活 活 動 範 囲 は ， Life Space 

Assessment (以下，LSA)を用いて行った．LSA

は対象者の生活範囲を寝室から町外までの 5

段階に分類し，その範囲での移動の有無と頻

度，および自立度によって活動量を得点化し，

評価する指標である．合計 120 点満点であり，

LSA は得点が高いほど活動範囲が広いことを

示す． 

 

（4） 体力評価 

  体力評価は，握力，開眼片足立ち，椅子起

立時間，Timed Up & Go Test （以下，TUG）を

評価した． 

握力は，スメドレー式握力計 (竹井機器

T.K.K.5001)を用い左右 2 回測定した． 

開眼片足立ちは，直立位より片足を挙げた時

点から挙上足が床に着いた時点または,軸足が

動いた時点までの時間を計測した． 

椅子起立時間11，12）は，約 45cm の高さの椅子

から 5 回起立動作を行い，5 回目の立位時まで

に要した時間を計測した． 

TUG13）は，椅座位から 3m先の目標物を周り，

再び椅座位となるまでの時間を計測した． 

なお，各体力評価は 2 回ずつ計測し，いずれ

か高い方の値を測定値とした． 

 

分析方法 

 

本研究では疼痛が心身機能や日常生活活動

に与える影響を検討するため，疼痛の有無，疼

痛の箇所数，疼痛の程度を 2 群に分類し，年齢

及び問診，体力の各評価項目を Mann-Whitney

のU検定を用い，比較・検討した．統計処理は統

計解析ソフトウェア JMP11.2 を用い，危険率 5%

未満を有意水準とした． 

 なお本研究は，長崎大学医学部保健学科倫 

理委員会の承認を受け，実施した． 

  

結果 

 

（1） 対象者の基本属性 

家族構成では，夫婦世帯が 45.8%と最も多か

った．疾患では，高血圧や糖尿病などの内部疾

患が 64.5%と最も多かった（表 1）． 

 

（2） 疼痛評価結果 

対象者 48 名のうち，身体に何らかの疼痛を有

する者は 36 名（75.0%）であった．疼痛の部位に

関しては，腰部が 23 名（45.8%）と最も多く，次い

で膝関節が 20 名（41.7%）と多かった．箇所数に

関しては，1 ヶ所が 14 名（29.1％），2 ヶ所以上が

22名（45.8％）であった．期間に関しては，1年以

上疼痛が継続している者が 23 名（47.9％）と最も

多かった．平均でそれぞれ NRS3.69±2.96 であり，

PDAS6.42±8.50 点，PCS20.3±13.4 点であった

（表 2）． 
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（3） 問診結果 

問診結果は，GDS-15は 1.56±1.99点，転倒ア

セスメント 2.92±1.93 点，LSA89.2±17.9 点であっ

た（表 3）． 

 

（4） 体力評価結果 

体力結果は，右握力 25.4±8.12kg，左握力

24.0±8.44 kg，開眼片足立ち 42.2±21.5 秒，椅子

起立時間は 6.07±1.27 秒， TUG6.07±1.12 秒で

あった（表 3）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5） 疼痛の有無による比較 

対象者 48名を，疼痛有群 36名，疼痛無群 12

名に分類し，各評価項目を比較した．その結果，

PDAS，PCS，転倒アセスメントに有意差が認めら

れた．PDASについて疼痛有群 8.36±8.99点，疼

痛無群 0.58±1.51 点， PCS では疼痛有群

23.3±11.3点，疼痛無群 11.1±15.4点，転倒アセ

スメントは疼痛有群 3.28±1.61 点，疼痛無群

1.83±2.44 点であり，いずれも疼痛有群が疼痛無

群より高値を示した．しかし，疼痛有群の得点は

各評価項目のカットオフ値を上回ることはなかっ

た（表 4）． 

 

（6） 疼痛の箇所数による比較 

疼痛有群 36 名について，疼痛の箇所数が 1

ヶ所の者 14名と 2ヶ所以上の者 22名に分類し，

各評価項目を比較した．PDAS において 1 ヶ所

群 3.93±5.88 点，2 ヶ所以上群 11.2±9.58 点と 2

ヶ所以上群で有意に高く，カットオフ値を上回っ

た（表 5）． 

 

（7） NRS よる比較 

疼痛有群 36 名について，疼痛の程度が 5 未

満群 15 名，と 5 以上群 21 名に分類し，各評価

項目と比較した．PDAS と LSA において有意差

が認められた．PDASは 5未満群が 3.80±4.04点，

5以上群が 11.6±10.2点と 5以上群が優位に高く，

カットオフ値を上回っていた．LSA は 5 未満群が

95.9±10.4 点，5 以上群が 80.2±19.3 点と 5 以上

群が優位に低かった（表 6）． 

 

表 1  基本属性 

表 2  疼痛評価結果 

表 3  問診・体力評価結果 
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表 4  疼痛の有無による比較 

表５  疼痛の箇所数による比較 
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考察 

 

今回，地域在住高齢者を対象とした疼痛の実

態調査より，身体に何らかの痛みを有する者は

75％であった．これら疼痛の有訴率は大渕ら 2）の

報告よりも高く，一次介護予防事業に参加してい

る高齢者もまた，痛みを抱え悩まされている者が

多いことが明らかとなった．疼痛の部位は腰部や

膝関節が多く，この結果は大渕ら 2）の報告と一致

した．疼痛の箇所数は１カ所だけではなく，２カ

所以上に疼痛を有している者の方が多く，また疼

痛の持続期間に関しては 12 か月以上継続して

いる者が最も多かった．中山14）は高齢者の痛み

は，その部位が 1 カ所とは限らず，重複している

ことが多く，長期間にわたり解消されないことを指

摘しており，今回の結果はこれと一致した． 

次に，疼痛の有無による各評価項目の比較で

は，体力に有意差は認められなかった．有意差

が認められたものは，PDAS，PCS，転倒アセスメ

ントであり，どの項目においても疼痛有群が高値

を示したが，カットオフ値を下回る結果となった．

これらの理由として，本研究は，一次介護予防事

業の実施場所に自ら参加できるような者を対象

者としたため，生活機能や心身機能が高い者が

多かったことが考えられた．身体機能が高いため，

疼痛を有していても ADL・IADLに支障がないと 

考えられた． 

 そこで，疼痛を有する者 36 名について，疼痛

の箇所数による各評価項目の比較を行った結果，

PDAS にのみ有意差が認められ，疼痛の箇所数

が 2 ヶ所以上群で，カットオフ値を上回った．本

研究において PDASは疼痛によるADLや IADL

の障害を反映する指標としている．疼痛箇所が 2

ヶ所以上の高齢者では ADL や IADL に影響を

及ぼしている可能性がある．Buchman らによると，

地域在住高齢者において，疼痛の箇所数が増

加すると，IADL の低下の度合いが大きくなると

報告している15）．つまり，本研究はこれらの先行

研究を支持するものであり，複数の疼痛を有して

いることは IADLへ影響を及ぼすといえよう． 

さらに，NRS5 以上と 5 未満で比較した結果，

PDAS と LSA に有意差が認められた．PDAS で

は NRS5 以上群方が，得点が高くカットオフ値を

上回った．LSA では NRS5 以上群が 80.2 点と

LSAのレベル 4 と 5 の境界である 80 点近くまで

低下していた．LSA では 80 点を超えるレベル 5

表 6  NRSよる比較 
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の活動範囲は町外（バスで 30 分以上）への外出

を意味しており，疼痛の程度が大きい高齢者で

は，ADLや IADLに加えて，日常生活範囲や頻

度の低下が考えられる．さほど大きな影響ではな

いにしても，遠出の買い物や小旅行など余暇活

動の範囲や頻度が疼痛によって影響され，QOL

の低下を招くことが懸念される． 

今回の調査結果から，地域在住高齢者の疼

痛の影響を評価するには疼痛の有無だけでなく，

箇所数や程度など，多面性を踏まえて疼痛を評

価する必要性が示唆された． 

本研究の限界として，対象者が一次介護予防

の参加者に限られており，地域在住高齢者全体

を網羅していない点にある．退院後，要支援，要

介護など心身機能が低下したものを含め，地域

在住高齢者の全体像や問題点を分析していく必

要がある． 
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